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研究成果の概要（和文）：　本研究は、社会学知を事例として取り上げ、知と社会の在り方・在り様を同時に見定める
ことを通して、知と社会の在り方の相互反映的関係を理論的かつ実証的に明らかにしようとするものである。具体的に
は、「学会誌掲載論文データベース」「学会大会報告データベース」「学会設立年度データベース」等のデータベース
を構築し、(１) 我が国の高等教育政策と大学改革の在り様、(２) 学会誌掲載論文の動向、(３) 学会大会報告の動向
、(４) 学会設立の動向、(５)日本社会学会会員の教育・研究に関する考え方という５つの側面に着目しながら、社会
学知と社会の相互反映的関係の在り様とその変化を明らかにしようと試みた。

研究成果の概要（英文）：This project aims to clarify the reflexive relation between academic knowledge 
and society from a theoretical and empirical point of view. Our research group has established databases 
which include information of articles in several sociological journals, presentations in sociological 
conferences and the organizational processes of several sociological associations. We focus on the 
following 5 aspects based on those databases, (1) the change of governmental higher education policies in 
Japan and its influences, (2) the general trends in sociological articles published in several Japanese 
sociological associations, (3) the trends in presentations read at the annual meetings of several 
Japanese sociological associations, (4) the trends in founding of sociological associations in Japan, (5) 
the attitudes of the general members of The Japan Sociological Society toward their teaching and 
researching activities. We have published our research findings as a research report.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
 本研究プロジェクトは、学知と社会の関係
の在り方が変わりつつあるという認識（仮
説）、あるいは問題意識によって支えられて
いる。かつては「学問の自由」（フンボルト）
が学知を主導する理念のひとつであった。だ
が今日、学知に求められるのは何よりもまず
「社会における有用性」である、という考え
方が主流になりつつあるように思える。しか
も昨今、声高に標榜されている「社会におけ
る有用性」は、多くの場合、経済的な有用性
に限定されて用いられているようにも思え
る。さらにそうした変化は、自然科学のみな
らず人文科学、社会科学をも含む学全体にま
で及んでいるように思える。以上のような認
識（問題意識）を背後仮説として本研究は企
画された。 
 知と社会との相互反映的な関係を探求し
ようとする本研究は、科学社会学の実証的な
姿勢、とりわけＲ・Ｋ・マートンらの科学社
会学や、A・シュッツの思想を引き継ぎなが
らそれをさらに展開しようとしているＰ・
Ｌ・バーガー、T・ルックマンらの新知識社
会学を共に踏襲しつつ、理論的にはシュッ
ツ・バーガー・ルックマンの立場、すなわち
学知と日常知（常識的知識）をともに含む広
義の「知」を主題にするという立場に立って
いる。 
 より具体的には、日常知との関係に目配り
しながら、国内の社会学知の在り方とその変
化の在り様を解明しようという意図のもと
に本研究は開始された。 
 
 
２．研究の目的 
 
 「知」の在り方は社会の在り方を規定して
おり、同時に社会の在り方は「知」の在り方
を規定している。本研究の目的は、「社会学
知」を事例として取り上げ、「知」の在り方・
在り様を見定めつつ社会の在り方・在り様を
見定め、もって「知」の在り方と社会の在り
方の相互反映的関係を理論的かつ実証的に
見極めることにある。これは、これまでもっ
ぱら感覚的にのみ語られることの多かった
社会学知の変化と社会学知の在り方の変化
を、知と社会の相互反映的関係という視角の
もとで経験的・理論的に解明することを企図
するものである。 
 
 
３．研究の方法 
 
 社会学知とその在り方にアプローチする
に際して、本研究では以下の５つの側面に着
目しながら研究を進めた。(１) 我が国の高等
教育政策、とりわけ大学改革の在り様の分析、
(２) 学会誌掲載論文の動向分析、(３) 学会大
会報告の動向分析、(４) 学会設立の動向分析、

(５)日本社会学会通常会員アンケート調査デ
ータの分析。 
 これら５つの側面に着目しながら社会学
知とその在り方にアプローチする際には、と
りわけ(２)、(３)、(４)、(５) に関しては、い
ずれも実証的な議論の土台となるデータベ
ースの構築作業が不可欠である。そのため、
まず本研究プロジェクトでは、「学会誌掲載
論文データベース」「学会大会報告データベ
ース」「学会設立年度データベース」を作成
した。これらのデータベースに基づくことに
よって、社会学知の変化について印象論を超
えた実証的な議論が可能になった。なお、日
本社会学会通常会員調査データの分析は、本
研究グループが科研費(基盤研究 B、2007 年
～2009 年)を得て行った調査結果を再分析し
たものである。 
 以下、主たるデータベースの概要を述べる。 
 
○「学会誌掲載論文データベース」 
 社会学関連の学会誌のうち、５０年以上の
歴史をもつ、①『社会学評論』（日本社会学
会、１９５０年～）、②『ソシオロジ』（ソシ
オロジ編集委員会、１９５２年～）、③『社
会学年報』（東北社会学会、１９６３年～）、
④『社会学年誌』（早稲田社会学会、１９５
９年～）、⑤『応用社会学研究』（立教大学社
会学部研究室、１９５７年～）、⑥『社会学
研究』（東北社会学研究会、１９５０年～）、
⑦『社会学論叢』（日本大学社会学会、１９
５３年～）の７誌を対象とし、日本社会学会
データベース委員会から提供されたデータ
ベースをもとに独自の分類、独自の情報を大
幅に補遺することで、１９６４年から２０１
３年までの所収論文の題目・著者名・刊行
年・主題カテゴリ・研究タイプの分類をデー
タベース化した。①、③、④、⑥の４誌につ
いては論文要旨もデータベース化した。 
 
○「学会大会報告データベース」 
 「日本社会学会」「関東社会学会」「関西社
会学会」「東北社会学会」「早稲田社会学会」
「社会学史学会」の第一回大会から２０１３
年度までのうち資料が入手できた各年次大
会の開催日、会場名、報告の種別、部会名・
シンポジウム名、報告者名、報告タイトル、
報告者の所属の各情報を、データベース化し
た。 
 
○「学会設立年度データベース」 
 社会学関連学会２９の学会名、設立年度、
刊行物、刊行開始年度の各情報をデータベー
ス化した。 
 
 
４．研究成果 
 
 (１)の側面(高等教育政策)に関しては、第
二次世界大戦後の我が国における大学改革
の試み（とりわけ大学がエリート段階からマ



ス段階への移行を経験した１９６０年代以
降）を分析した。 
 かつて「象牙の塔」として社会に対して閉
ざされていた大学は、１９６０年代以降、マ
ス化の進行のなかでそのレゾンデートルの
自明性を失い、１９８０年代には大学の「社
会貢献」という位相が主題化されるようにな
った。同時期の高等教育政策においては「社
会」からの要請に応えるべく、大学の「自由
化」と「個別化」が求められ、一方で受益者
（学生）負担の原則が明示されるようになっ
た。１９９０年代以降はグローバリゼーショ
ンという新たな波に直面しつつ、１９６０年
代以降の大学改革の基調である「規制緩和」
と「社会的責任」という二つの言葉がさらに
強調されていく。そうした大学改革の総決算
ともいえる「遠山プラン」の策定（２００１
年）は、「日本経済活性化のための構造改革
プラン」を正面から標榜するものであった。 
 こうして「知の共同体」というよりも「知
の企業体」（広田照幸）として特徴づけられ
るようになった大学において生産・伝達され
る「知」は、ますます「社会」にとって「役
立つ知」であることが求められる。だが、い
ま問われるべきは「役立つ知（学知の有用
性）」という考え方が何を意味しているかで
あり、それゆえ、そこでいわれる「有用性」
と「知」について根源的に問い直してみなけ
ればならないことを示した（報告書[第１章]
参照）。 
 
(２)の側面(学会誌掲載論文)に関しては、第
一に、「時代が下るにつれ、複数の領域にま
たがる社会学研究が増加する」という仮説を
検証した。分析の結果、上記仮説は支持され
た。すなわち、①理論・学説のみを主題とす
る研究、②単独の連字符社会学領域(理論・
学説を除く)のみを主題とする研究、③複数
の連字符社会学領域(理論・学説を除く)にま
たがる研究、④理論・学説と他の連字符社会
学とにまたがる研究という４タイプに分類
した場合、①と②はいずれも減少傾向にある
のに対して、③と④はいずれも増加傾向にあ
ることが確認された。こうした動向の要因に
ついては、専門誌における研究動向、アカデ
ミックキャリアにおける就職展望、研究助成
の採択動向などと付き合わせながら、今後さ
らに検討を進める予定である(報告書[第２
章] 参照)。 
 第二に、単独の連字符社会学の領域のみに
関わる研究と複数の連字符社会学の領域に
またがる研究とが、何を主題にしているのか
を分析した。 
 分析の結果、単独の連字符社会学の領域を
対象とする研究においては、「農漁山村・地
域社会」「経営・産業・労働」「社会福祉・医
療」等が主流となってきたこと、複数の連字
符社会学領域にまたがる研究については、主
題のまたがり方には定番と呼べるパターン
は存在しないこと、などが明らかになった

（報告書[第３章]参照）。 
 
(３)の側面(学会大会報告)に関しては、第一
に、研究報告の主題に関する分析をおこなっ
た。具体的には、各部会の報告数の推移につ
いて分析した。その結果、報告数のもっとも
多い部会は「理論・学説」(全体の約２割)で
あること、部会ごとの報告数の推移は①戦後
安定型、②戦後増加型、③戦後新出型、④戦
後減少型、⑤戦後下げ止まり型の５つに分類
できることが明らかになった(科研報告書
[第４章]参照)。 
第二に、個人研究か共同研究かという研究
スタイルに着目した分析をおこなった。分析
の結果、共同研究に基づく報告は、件数とし
ては増加傾向にあるが、そうした報告の比率
がもっとも高かったのは１９６０年代であ
ったこと、２０００年代以降、共同研究に基
づく報告の比率は微増傾向にあることが明
らかになった。こうした結果について、共同
研究ネットワークの質という観点から、今後
さらに分析を試みる予定である(報告書[第
５章]参照)。 
 
(４)の側面(学会設立の動向)に関する研究
は、社会学知の組織的・制度的側面に焦点化
した分析を通しておこなわれた。具体的には、
学会の設立メンバーと設立目的に関するデ
ータを収集し、それらについて設立時期と関
連付けながら分析した。その結果、戦後、ま
ずはそれぞれの地区ごとの社会学会が、西部
社会学会を皮切りに日本社会学会の支部と
いう位置づけのもとに陸続と設立されたこ
と、その後、連字符社会学の領域ごとの専門
社会学会が設立されたことが明らかになっ
た。また、連字符社会学の専門社会学会設立
の動向としては、①インター・ディシプリン
型(法社会学会、教育社会学会、etc.)から、
②インナーディシプリン型(地域社会学会、
都市社会学会、etc.)、③問題解決特化型(解
放社会学会、環境社会学会、etc.)、そして
④専門学会的な地区社会学会(東海社会学
会)へという展開が確認できた(報告書[第６
章]参照)。 
 
(５)の側面(日本社会学会一般会員アンケー
ト調査)に関しては、第一に、会員が「影響
を受けた研究者」、ならびに会員の研究・教
育についての考え方について、「世代」とク
ロスさせながら分析した。その結果、全体的
な傾向として、世代が若くなればなるほど、
「古典的理論」や「北米の社会学研究」の影
響が低下し、日本を含む「北米以外の社会学
研究」の影響力が増大していることが明らか
になった。また、アメリカ社会学の影響の強
さや質的データへの依拠の多さという点に
関しては、いわゆる「団塊の世代」に、他の
世代とは異なる特色が見出された。 
第二に、社会学教員の教育レリヴァンスに
ついて分析した。主成分分析の結果、教員が



考える大学の意義は、①職業的レリヴァンス、
②人間形成的レリヴァンス、③知識習得的レ
リヴァンスの３つに要約できた。職業的レリ
ヴァンスの規定要因を重回帰分析により探
ったところ、男性より女性、大学・大学院教
員より短大教員、北海道・東北・関東よりそ
れら以外の地域において、職業的レリヴァン
スが若干高くなることが確認された。このこ
とは、逆に言えば、世代や大学のランクによ
っては、職業的レリヴァンスには変化がみら
れないということであり、これこそが本研究
から導かれた重要な知見であると言うべき
であろう(報告書[第８章]参照)。 
 
 この他、「学会誌掲載論文」を主題とする
先行研究に関して、「論文における研究手法
の分類」というデータの分析手続きについて
の理論的な議論をおこなった(報告書[第９
章]参照)。 
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